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ＡＡ．．研研究究目目的的  

地域・職域連携推進ガイドライン（令

和元年改訂）では、都道府県および保健

所に地域・職域連携推進協議会を設置す

ること、協議会が中心となって地域・職

域の関連機関がデータの共有や審議を行

って、地域特性に合わせた健康づくりの

ポピュレーションアプローチの推進体制

を構築することが推奨されている。 

令和6年度の市区町村調査では、ガイドラ

インに規定されていなくても、積極的に

地域・職域連携に取り組んでいる自治体

がある一方で、保健所設置市であっても

協議会が設置されていない等、整備が進

んでいない自治体があること、市区町村

格差が見られることが明らかになった1）。

また市区町村の規模や保健所の有無、地

域特性によって、有効な推進方法は異な

ると考えられた。 

本研究班では、静岡県伊東市および東

京都港区の2市区を対象に、管轄保健所や

都道府県とも連携しながら伴走支援を行

い、地域特性に合わせた具体的な地域・

職域連携を推進するアクションリサーチ

を試みた。 

静岡県伊東市は、人口64,337人、高齢

化率は 44.1％（令和6年2月）。隣接する

熱海市とならび有数の温泉を有し、国際

観光温泉文化都市を標榜している。西に

天城山系、東に相模湾を臨み、市の45％

が国立公園区域に指定されている。中小

零細規模の宿泊業と飲食業が多い産業構

造で、喫煙率の高さ、健診受診率の低さ、

循環器疾患の多さが課題である。令和７

年度は、静岡県および管轄する二次医療

圏域保健所（熱海保健所）の確認を得て、

主力産業である宿泊業に着目し、市内全

宿泊施設で働く人を対象として健康行動

に関する調査を実施し、今後の健康づく

りの方策を決定する基礎資料を得ること

を目的とした。 

東京都港区は、人口267,780人、世帯数

153,885（令和７年１月１日）、生産年齢

人口69.3%、高齢化率17.1%(令和5年)。昼

間人口が夜間人口の約5倍（2005年統計）

の特別区である。昼間人口の大半は区外

在住である。外国大使館の半数が港区に

位置し、外資系企業も多いため、区民の1

研究要旨 

本分担班では地方の温泉観光都市である伊東市および他自治体から流入する在勤者の

多い都心特別区である港区を地域・職域連携推進のモデル自治体として伴走支援を行っ

た。伊東市では主力産業である宿泊業に着目し、市と協力して市内全宿泊施設で働く人

を対象に匿名の健康調査を実施した。東京都港区では保健所および事業委託先である医

師会との協議や情報提供等を通じて、地域特性をふまえた実現可能な事業の方向性を検

討した。 

その結果、伊東市は宿泊業従事者の健康や働き方の実態が明らかになり、今後必要な

健康支援の項目を特定し、組織的アプローチへの糸口を得ることができた。東京都港区

では、令和6年度に開始した委託事業を継続しつつ、さらに既存の会議体を発展させて

地域・職域連携協議会を設置する方向性が示され、一歩進めることができた。 
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割は外国籍である。都心３区のひとつで、

経済や文化の中心地。一人あたりの平均

年収は1,000万円超で東京23区内中最も高

く、上場企業数が全国の自治体で最も多

い。芝地区、麻布地区、赤坂地区、高輪

地区、芝浦港南地区で構成される。港区

では在勤者を含めた地域の健康課題を特

定することが困難という課題を抱えてい

た。そのため、令和７年度は港区の地域

特性をふまえ、保健所を中心として地

域・職域連携を推進する方策を見出すこ

とを目的とした。 

 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

１）伊東市 

（１）調査対象者 
伊東市内の全宿泊施設325ケ所で働く人

を対象とした。令和3年度経済センサスの

情報をもとに、対象者数は3,772人と推定

した。 

 

（２）調査方法 

  本研究はSurvey Monkey社の提供する

Web調査作成ツールを用いて実施した。

2025年10月2日に、各宿泊施設の施設長宛

に、本研究への協力依頼書および各施設

の従業員数相当分の研究案内チラシを郵

送した。案内チラシには、本調査の説明

文書および研究協力同意欄が閲覧可能な

URLとQRコードを記載し、そこにアクセス

した閲覧者が研究同意欄にチェックする

とWeb調査項目が表示される仕様とした。

施設長宛てに1回のリマインドを行い、12

月10日に回収打ち切りとした。 

  回収したデータはExcel形式にてダウン

ロードし、データを数値に変換して分析

用データベースを作成した。 

 

（３） 調査項目  

 宿泊業従事者の健康課題に関する文献

レビューを行い（資料１）、その結果を

参考に以下の項目を設定した。 

① 基本属性（性、年齢、学歴、同居者、

暮らし向き、加入健保） 

② 労働属性（勤続年数、職位、1週間の

労働時間、繁忙時期や繁忙曜日の有

無、勤務形態、担当業務、兼業の有

無、前職の仕事） 

③ 職場の属性(施設種類、施設規模、喫

煙環境、就業中の喫煙可否、健康や

安全の相談窓口の有無、所在地域） 

④ 健康指標（蓄積疲労度チェックリス

ト 2）、身体症状スケール:SSS-83）、1

年以内の転倒歴) 

⑤ 生活習慣（森本の 8 つの生活習慣項

目: HPI)4） 

⑥ 健診/受療行動 (1 年以内の健診受診

の有無、がん健診受診の有無、健診

の未受診理由、通院状況） 

⑦ 健康経営指標（プレゼンティズム、

アブセンティズム） 

⑧ 職場や行政への健康づくりへの取組

みに関する自由意見 

 

（４）分析方法 

基本属性、労働属性の各項目について

度数分布および記述統計を行った。 

経営および健康に関する主要な6つの評価

項目について、記述統計を行った。また、

蓄積疲労度の「自覚症状」および「勤務

の状況」の平均値から、蓄積疲労度を判

定した。 

生活習慣は森本の手法にならい、運動

は、週 2 回以上(1 点)、週 1 回以下(0 

点)、飲酒は、飲まない/時々飲む(1 

点)、ほぼ毎日飲む(0 点)、喫煙は、吸わ

ない(1 点)、吸う/やめた(0 点)、睡眠 

は、7-8 時間(1 点)、9 時間以上/6 時間以

下(0 点)、栄養バランスは、考える(1 

点)、少しは考える/考えない(0 点)、朝 

食は、毎日食べる(1 点)、食べない/時々

食べる(0 点)、労働時間は９時間以下(1

点)、10 時間以上(0 点)、ストレスは普通

（1 点）、多い/少ない(0 点)に変換した

上で、8 項目の点数を加算して生活習慣 

指数（Health Practice Index：HPI）を

算出した。 

身体症状（SSS-8）は8つの項目別の記

述統計を実施後、総得点を算出した。 

さらに経営および健康評価項目間の相関

係数を求めた（Spearmanの順位確率相関

係数）。 

健康行動と職場の喫煙環境の5項目につい

て、記述統計を行った。 

伊東市の宿泊施設は中小規模が多いた

め、本調査では旅館業法の分類を参考に

施設の種類を問わず、客室数10室未満を

小規模施設、10室以上75室未満を中規模

施設、75室以上を大規模施設と定義して3

群に分けた。基本属性、労働属性、健康

指標の3群比較を実施した（カイ二乗検

定）。 

 

（５）倫理的配慮 

   本研究は浜松医科大学生命科学・医学

系研究倫理委員会の承認を得て実施した

（承認番号25-128）。また、本調査への

協力は任意であり、調査の成果について

個人名や宿泊施設名は匿名で回答者全体

の集計・分析結果のみ公表することを説

明文書に記載した。 

 

２）東京都港区 

（１）保健所および地域・職域連携事業

委託先（港区医師会）との協議 

 3回の対面会議を実施した。また、途中

の電話やメールのやりとりにて、現状の

確認と研究班からの情報提供を適宜行い、

今後の方向性について協議を重ねた。対

面会議は、以下の3回実施した。 

① 2025年6月13日（みなと保健所） 

① 2025年７月16日（港区医師会） 

② 2026年1月16日（みなと保健所） 

 

（２）令和6年度労働者調査の分析 

第1回目の対面会議にて、令和6年度より

地域・職域連携推進の取組みを始め、区

内50人未満の事業所の労働者10,000人を

対象に健康調査を実施したことを把握し

た。調査項目や調査方式は、委託した調

査業者が企画実施しており、その結果の

利活用を模索している状態であった。そ

こで研究班が調査データの2次解析を担当

し、事業に繋げられることを検討するこ

とで合意した。 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果  (詳細は資料２を参照) 

１）伊東市 

 Web調査への回答者は248名であった。そ

のうち基本属性や労働属性および経営や

健康指標6項目に欠損のあった31名を除外

し、最終的に217名を解析対象とした(有

効回答率5.75%)。 

 

（１）対象者の基本属性、労働属性（表

1,2,3） 

平均年齢は51.0±13.6歳、男性がやや

多かった（55.3%）。最終学歴は高卒まで

が最も多く（45.2%）、独居は72.4%、暮

らし向きは普通が最も多かった（41.9%）

が、やや苦しい/苦しい（44.3%）の方が

やや余裕/とても余裕（13.8%）より多か

った。勤務している施設は、ホテル

（51.2%）、旅館(18.9%)、民宿(14.3％)

と規模が大きいほど多かった。勤務施設

の客室数は、10室以下が29.9％、10～21

室（17.5％）22～50室（13.4％）、51～

74室(15.2%)、75室以上（24.0%）であっ

た。勤続年数は5年以上が66.8%と最も多

く、役職は管理職（22.1%）、経営者

（16.1%）であった。最近1ケ月の勤務形

態は多いものから順に日中勤務（41.0%）、

遅番（27.6%）、早番（26.7%）、主な業

務ではフロント・受付（53.5%）、食事の

提供・接客（30.4%）、予約・広報・販売

促進（24.9%）であり、朝晩の食事時間と

顧客対応に業務が集中する非定型的な勤

務が多かった。 

 

（２）主要な評価項目（表4） 

経営指標であるプレゼンティズムの平

均値は19.72、アブセンティズムは0.73で

あった。健康指標のうち疲労蓄積度の勤

務状況の平均値は7.61、自覚症状は10.06

であり、蓄積疲労度判定表より、4点（疲

労蓄積度は高い）に相当していた。 

  

（３）健康習慣（表5） 

8つの健康習慣のうち、悪い習慣の割合

が多かった項目は、多い順に栄養バラン

ス（少しは考える/考えない）72.4％、 

運動習慣（週1回以下）69.6％、睡眠（9

時間以上/6時間以下）59.9％、喫煙 

（吸う/やめた）51.6％であった。なお、

喫煙に関する内訳は「吸う」26.7％、

「吸っていたがやめた」24.9％であり、

調査時点での喫煙率は26.7%であった。 

栄養バランスは「少しは考える」59.9％、

「考えない」12.4％、朝食は「食べな 

い」26.3％、「時々食べる」19.8％であ

った。 

 

（４）身体症状（表6） 

 身体症状はドイツで開発された一般集

団において身体症状による負担感を図る

尺度をもとに、松平らが開発した日本語
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割は外国籍である。都心３区のひとつで、

経済や文化の中心地。一人あたりの平均

年収は1,000万円超で東京23区内中最も高

く、上場企業数が全国の自治体で最も多

い。芝地区、麻布地区、赤坂地区、高輪

地区、芝浦港南地区で構成される。港区

では在勤者を含めた地域の健康課題を特

定することが困難という課題を抱えてい

た。そのため、令和７年度は港区の地域

特性をふまえ、保健所を中心として地

域・職域連携を推進する方策を見出すこ

とを目的とした。 

 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

１）伊東市 

（１）調査対象者 
伊東市内の全宿泊施設325ケ所で働く人

を対象とした。令和3年度経済センサスの

情報をもとに、対象者数は3,772人と推定

した。 

 

（２）調査方法 

  本研究はSurvey Monkey社の提供する

Web調査作成ツールを用いて実施した。

2025年10月2日に、各宿泊施設の施設長宛

に、本研究への協力依頼書および各施設

の従業員数相当分の研究案内チラシを郵

送した。案内チラシには、本調査の説明

文書および研究協力同意欄が閲覧可能な

URLとQRコードを記載し、そこにアクセス

した閲覧者が研究同意欄にチェックする

とWeb調査項目が表示される仕様とした。

施設長宛てに1回のリマインドを行い、12

月10日に回収打ち切りとした。 

  回収したデータはExcel形式にてダウン

ロードし、データを数値に変換して分析

用データベースを作成した。 

 

（３） 調査項目  

 宿泊業従事者の健康課題に関する文献

レビューを行い（資料１）、その結果を

参考に以下の項目を設定した。 

① 基本属性（性、年齢、学歴、同居者、

暮らし向き、加入健保） 

② 労働属性（勤続年数、職位、1週間の

労働時間、繁忙時期や繁忙曜日の有

無、勤務形態、担当業務、兼業の有

無、前職の仕事） 

③ 職場の属性(施設種類、施設規模、喫

煙環境、就業中の喫煙可否、健康や

安全の相談窓口の有無、所在地域） 

④ 健康指標（蓄積疲労度チェックリス

ト 2）、身体症状スケール:SSS-83）、1

年以内の転倒歴) 

⑤ 生活習慣（森本の 8 つの生活習慣項

目: HPI)4） 

⑥ 健診/受療行動 (1 年以内の健診受診

の有無、がん健診受診の有無、健診

の未受診理由、通院状況） 

⑦ 健康経営指標（プレゼンティズム、

アブセンティズム） 

⑧ 職場や行政への健康づくりへの取組

みに関する自由意見 

 

（４）分析方法 

基本属性、労働属性の各項目について

度数分布および記述統計を行った。 

経営および健康に関する主要な6つの評価

項目について、記述統計を行った。また、

蓄積疲労度の「自覚症状」および「勤務

の状況」の平均値から、蓄積疲労度を判

定した。 

生活習慣は森本の手法にならい、運動

は、週 2 回以上(1 点)、週 1 回以下(0 

点)、飲酒は、飲まない/時々飲む(1 

点)、ほぼ毎日飲む(0 点)、喫煙は、吸わ

ない(1 点)、吸う/やめた(0 点)、睡眠 

は、7-8 時間(1 点)、9 時間以上/6 時間以

下(0 点)、栄養バランスは、考える(1 

点)、少しは考える/考えない(0 点)、朝 

食は、毎日食べる(1 点)、食べない/時々

食べる(0 点)、労働時間は９時間以下(1

点)、10 時間以上(0 点)、ストレスは普通

（1 点）、多い/少ない(0 点)に変換した

上で、8 項目の点数を加算して生活習慣 

指数（Health Practice Index：HPI）を

算出した。 

身体症状（SSS-8）は8つの項目別の記

述統計を実施後、総得点を算出した。 

さらに経営および健康評価項目間の相関

係数を求めた（Spearmanの順位確率相関

係数）。 

健康行動と職場の喫煙環境の5項目につい

て、記述統計を行った。 

伊東市の宿泊施設は中小規模が多いた

め、本調査では旅館業法の分類を参考に

施設の種類を問わず、客室数10室未満を

小規模施設、10室以上75室未満を中規模

施設、75室以上を大規模施設と定義して3

群に分けた。基本属性、労働属性、健康

指標の3群比較を実施した（カイ二乗検

定）。 

 

（５）倫理的配慮 

   本研究は浜松医科大学生命科学・医学

系研究倫理委員会の承認を得て実施した

（承認番号25-128）。また、本調査への

協力は任意であり、調査の成果について

個人名や宿泊施設名は匿名で回答者全体

の集計・分析結果のみ公表することを説

明文書に記載した。 

 

２）東京都港区 

（１）保健所および地域・職域連携事業

委託先（港区医師会）との協議 

 3回の対面会議を実施した。また、途中

の電話やメールのやりとりにて、現状の

確認と研究班からの情報提供を適宜行い、

今後の方向性について協議を重ねた。対

面会議は、以下の3回実施した。 

① 2025年6月13日（みなと保健所） 

① 2025年７月16日（港区医師会） 

② 2026年1月16日（みなと保健所） 

 

（２）令和6年度労働者調査の分析 

第1回目の対面会議にて、令和6年度より

地域・職域連携推進の取組みを始め、区

内50人未満の事業所の労働者10,000人を

対象に健康調査を実施したことを把握し

た。調査項目や調査方式は、委託した調

査業者が企画実施しており、その結果の

利活用を模索している状態であった。そ

こで研究班が調査データの2次解析を担当

し、事業に繋げられることを検討するこ

とで合意した。 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果  (詳細は資料２を参照) 

１）伊東市 

 Web調査への回答者は248名であった。そ

のうち基本属性や労働属性および経営や

健康指標6項目に欠損のあった31名を除外

し、最終的に217名を解析対象とした(有

効回答率5.75%)。 

 

（１）対象者の基本属性、労働属性（表

1,2,3） 

平均年齢は51.0±13.6歳、男性がやや

多かった（55.3%）。最終学歴は高卒まで

が最も多く（45.2%）、独居は72.4%、暮

らし向きは普通が最も多かった（41.9%）

が、やや苦しい/苦しい（44.3%）の方が

やや余裕/とても余裕（13.8%）より多か

った。勤務している施設は、ホテル

（51.2%）、旅館(18.9%)、民宿(14.3％)

と規模が大きいほど多かった。勤務施設

の客室数は、10室以下が29.9％、10～21

室（17.5％）22～50室（13.4％）、51～

74室(15.2%)、75室以上（24.0%）であっ

た。勤続年数は5年以上が66.8%と最も多

く、役職は管理職（22.1%）、経営者

（16.1%）であった。最近1ケ月の勤務形

態は多いものから順に日中勤務（41.0%）、

遅番（27.6%）、早番（26.7%）、主な業

務ではフロント・受付（53.5%）、食事の

提供・接客（30.4%）、予約・広報・販売

促進（24.9%）であり、朝晩の食事時間と

顧客対応に業務が集中する非定型的な勤

務が多かった。 

 

（２）主要な評価項目（表4） 

経営指標であるプレゼンティズムの平

均値は19.72、アブセンティズムは0.73で

あった。健康指標のうち疲労蓄積度の勤

務状況の平均値は7.61、自覚症状は10.06

であり、蓄積疲労度判定表より、4点（疲

労蓄積度は高い）に相当していた。 

  

（３）健康習慣（表5） 

8つの健康習慣のうち、悪い習慣の割合

が多かった項目は、多い順に栄養バラン

ス（少しは考える/考えない）72.4％、 

運動習慣（週1回以下）69.6％、睡眠（9

時間以上/6時間以下）59.9％、喫煙 

（吸う/やめた）51.6％であった。なお、

喫煙に関する内訳は「吸う」26.7％、

「吸っていたがやめた」24.9％であり、

調査時点での喫煙率は26.7%であった。 

栄養バランスは「少しは考える」59.9％、

「考えない」12.4％、朝食は「食べな 

い」26.3％、「時々食べる」19.8％であ

った。 

 

（４）身体症状（表6） 

 身体症状はドイツで開発された一般集

団において身体症状による負担感を図る

尺度をもとに、松平らが開発した日本語
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いて評価した。8項目のうち平均値が最も

低かったのが「めまい」0.40点、最も高

かったのは「腰背部痛」1.45点であっ 

た。8項目の総点は7.90±5.83点であっ 

た。国際的には本尺度は32点満点を5段階

（0～3点、4～7点、8～11点、12～15点、

16～32点）で区分するカットオフ値が提

案されている。本調査の結果は4～7点の

「低い」に該当していた。 

 

（５）健康評価項目間の相関（表7） 

 疲労度（自覚症状）、疲労度（勤務状

況）、身体症状が高いほど、また健康習

慣が悪いほど、プレゼンティズムが高か

った。一方、アブセンティズムとの有意

な相関は認められなかった。また健康習

慣が悪いほど、蓄積疲労度が高く身体症

状が多かった。 

 

（６）健康行動と職場の喫煙環境（表8） 

過去1年以内の健康診断の未受診者は

19.35%であった。また、がん検診は58.8%

が未受診であった。1年以内に勤務中の転

倒を経験した者は17.05％であった。 

職場の喫煙環境について、敷地内禁煙

は19.21％、建物内禁煙が26.11％、喫煙

スペースのみ可が54.68％であった。また、

就業中の喫煙について、「自由に吸える

（41.97％）」が最も多く、次いで「休憩

中のみ吸える（33.68％）」、「吸えない

（24.35％）」であった。 

 

（７）施設規模別の基本属性、労働属

性、健康指標の比較（表9,10,11） 

基本属性は、施設規模が小さくなるほ

ど平均年齢が有意に高かったが、最終学

歴や暮らし向きに有意差はなかった。 

労働属性について、大規模施設ではホ

テル勤務が多く、小規模施設では民宿や

旅館勤務者が多いという有意差があった。

また役職は大規模や中規模施設では一般

従業員の割合が最も多いが、小規模施設

では経営者が41.5%と最も多く有意差があ

った。勤続年数は小規模施設ほど5年以上

と答えた割合が多いが、有意差はなかっ

た。 

健康指標について小規模施設では疲労

蓄積度（勤務状況）と身体症状が有意に

高かった。経営指標や健康習慣は施設規

模による有意差はなかった。 

 

２）東京都港区 

（１）保健所および地域・職域連携事業委

託先（港区医師会）との協議 

① 2025年6月13日（みなと保健所） 

健康推進課より担当職員（事務職・係

長）と担当課長、研究班より2名が参加し

た。地域・職域連携推進研究班より、こ

れまでの研究概要と、本アクションリサ

ーチの目的を説明した。みなと保健所か

らは、現状の説明がされた。 
令和6年度より地域・職域連携事業を開

始し、担当職員は事務職1名とした。具体

的な企画や事業は港区医師会に委託した。

成果として令和6年度は労働者および産業

保健職や社会保険労務士等の支援者を対

象とした健康講座を年2回開催し、計15名

の参加者があった。さらに区内中小企業

の経営者や管理者、従業員を対象とした

健康相談会を2時間×4回開催し、7件の相

談があった。また、区内の50人未満の事

業場で働く人10,000人を対象に健康調査

を実施した。医師会への委託事業や調査

結果をどのように評価して今後の事業に

展開していくか模索段階であることが明

らかになった。 
研究班からは、委託先の医師会とも本

研究の概要や目的を共有し、今後の方向

性の決定を支援したいこと、令和6年度の

調査データについて深堀り分析を担当し

たいことを提案して合意を得た。 
② 2025年７月16日（港区医師会） 

 医師会からは会長を含む理事4名と事務

局長と主任（地域さんぽコーディネータ

ー）、港区健康推進課から課長、係長を

含む職員3名、研究班より代表者および分

担班の2名が参加した。 

医師会からは地域・職域連携事業を受

託した経緯、医師会として実施している

地域保健事業、地域産業保健センターと

しての取組みが説明され、1,000社以上の

登録事業所があるが実際に連絡が取れる

のは250件程度であることが共有された。

また、商工会議所や協会けんぽとの連携

は現在のところなく、取り組みの成果を

どう評価するのかの問題提起があった。 

研究班からはプロセス評価とアウトカ

ム評価に関する提案、令和6年度調査をベ

ースラインとして、定期的に同様の調査

を実施することで長期的に評価できるこ

とを提案した。また、協会けんぽとの協

定により、働く世代の健診データを提供

してもらえる可能性について説明した。 

医師会、みなと保健所それぞれに現状

の事業を継続しながら、連携可能な機関

を検討していくこととなった。 

③ 2026年1月16日（みなと保健所） 

健康推進課より課長と成人保健担当保健

師2名、研究班から2名が参加した。 

研究班より令和７年度全国調査および特

別区を抜粋したサブ分析結果から、特別

区は地域・職域連携協議会の設置や開催

が他地域と比較して少ないこと、事務職

が担当する割合が高いこと、産業保健関

連機関や職種が多いという強みを活かし

た効果的な外部委託の方法の可能性があ

ること、健康経営の取組みとの連動、庁

内連携の重要性などを説明した。 

港区からは学会シンポジウム、研究班ワ

ークショップへの参加を通じて他自治体

の取組み事例を知ることが出来た。特に

働く人の健診データについて協会けんぽ

と連携することで入手できる可能性があ

ると知り、現在連絡を取っている。区内

の産業保健関係機関（労働基準監督署、

東京都産業保健総合支援センター等）は、

近隣機関でもあることから連携を呼びか

けることは可能である。職場に保健専門

職を派遣して健康事業を実施することは

マンパワーの面から難しいが、協議会の

設置と関係機関の招聘は事務職の得意な

分野でもあるとの意見があった。 

研究班からは地域・職域ガイドラインで

も推進するステップ1は協議会の設置であ

り、次に実務者レベルの作業部会がある

と具体的な取り組みが進めやすいことを

助言した。その結果、令和8年度に協議会

を設置・開催し、港区の地域・職域連携

推進の方策について審議し、次年度の事

業化予算化を含めて検討する方向性で合

意した。 

 

（２）令和6年度の労働者調査の分析 

 港区より調査データの提供を受けて2次

分析することについて、国立保健医療科

学院の倫理審査委員会に申請し、承諾を

得た(2026年2月)。調査内容と解析の結果

については、令和8年度に報告する。 

 

ＤＤ．．考考察察  

１）伊東市における今後の地域・職域連

携事業の方向性 

文献レビューから、中小規模が多い宿

泊業従事者を対象とした健康に関する知

見は国内にはほとんどないことが判明し

た。令和7年度に本研究班が伊東市の宿泊

施設で働く人の全数を対象とした調査結

果は、今後の支援の方向性を決める貴重

なデータとなった。 

結果として、健診受診率が低い、１年

以内の転倒率が高い、喫煙率が高く、就

業中は自由に喫煙できるなど職場環境の

受動喫煙対策が不十分、疲労蓄積が高い、

生活習慣不良者が多いという健康課題が

明らかとなった。また、施設規模別の検

討では、客室数10室未満の小規模施設で

は従業員の年齢が高く、疲労蓄積度（勤

務状況）が高く、身体症状が多かった。

一方、生産パフォーマンスや生活習慣、

疲労蓄積度（自覚症状）について施設規

模による差はなかった。 

これらの結果から、健康支援としては

第一に働く人への健診受診の徹底が必要

と考える。第二に喫煙率の高さと受動喫

煙対策の未整備への対策が必要である。

伊東市では喫煙率の高さや循環器疾患死

亡率の高さが統計上でも明らかとなって

おり、本調査からも職場における喫煙対

策の優先順位は高いと考えられた。また、

宿泊施設は利用客がいる公共の場でもあ

ることから職場全体を巻き込んだ喫煙対

策を進める必要性が示唆された。第三に

本調査では蓄積疲労の高さや好ましくな

い生活習慣の高さが際立っていた。この

背景には朝晩の食事時に勤務が集中する

という宿泊業特有の働き方が、運動時間

の不足、朝食抜き、睡眠不足など好まし

くない生活習慣に結び付きやすく、疲労

が蓄積しやすいと推察される。生活習慣

の改善を目的とした特定保健指導では、

本人の努力では変えることが難しい業界

特有の働き方を考慮して現実的な提案を

する工夫が望まれる。 
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いて評価した。8項目のうち平均値が最も

低かったのが「めまい」0.40点、最も高

かったのは「腰背部痛」1.45点であっ 

た。8項目の総点は7.90±5.83点であっ 

た。国際的には本尺度は32点満点を5段階

（0～3点、4～7点、8～11点、12～15点、

16～32点）で区分するカットオフ値が提

案されている。本調査の結果は4～7点の

「低い」に該当していた。 

 

（５）健康評価項目間の相関（表7） 

 疲労度（自覚症状）、疲労度（勤務状

況）、身体症状が高いほど、また健康習

慣が悪いほど、プレゼンティズムが高か

った。一方、アブセンティズムとの有意

な相関は認められなかった。また健康習

慣が悪いほど、蓄積疲労度が高く身体症

状が多かった。 

 

（６）健康行動と職場の喫煙環境（表8） 

過去1年以内の健康診断の未受診者は

19.35%であった。また、がん検診は58.8%

が未受診であった。1年以内に勤務中の転

倒を経験した者は17.05％であった。 

職場の喫煙環境について、敷地内禁煙

は19.21％、建物内禁煙が26.11％、喫煙

スペースのみ可が54.68％であった。また、

就業中の喫煙について、「自由に吸える

（41.97％）」が最も多く、次いで「休憩

中のみ吸える（33.68％）」、「吸えない

（24.35％）」であった。 

 

（７）施設規模別の基本属性、労働属

性、健康指標の比較（表9,10,11） 

基本属性は、施設規模が小さくなるほ

ど平均年齢が有意に高かったが、最終学

歴や暮らし向きに有意差はなかった。 

労働属性について、大規模施設ではホ

テル勤務が多く、小規模施設では民宿や

旅館勤務者が多いという有意差があった。

また役職は大規模や中規模施設では一般

従業員の割合が最も多いが、小規模施設

では経営者が41.5%と最も多く有意差があ

った。勤続年数は小規模施設ほど5年以上

と答えた割合が多いが、有意差はなかっ

た。 

健康指標について小規模施設では疲労

蓄積度（勤務状況）と身体症状が有意に

高かった。経営指標や健康習慣は施設規

模による有意差はなかった。 

 

２）東京都港区 

（１）保健所および地域・職域連携事業委

託先（港区医師会）との協議 

① 2025年6月13日（みなと保健所） 

健康推進課より担当職員（事務職・係

長）と担当課長、研究班より2名が参加し

た。地域・職域連携推進研究班より、こ

れまでの研究概要と、本アクションリサ

ーチの目的を説明した。みなと保健所か

らは、現状の説明がされた。 
令和6年度より地域・職域連携事業を開

始し、担当職員は事務職1名とした。具体

的な企画や事業は港区医師会に委託した。

成果として令和6年度は労働者および産業

保健職や社会保険労務士等の支援者を対

象とした健康講座を年2回開催し、計15名

の参加者があった。さらに区内中小企業

の経営者や管理者、従業員を対象とした

健康相談会を2時間×4回開催し、7件の相

談があった。また、区内の50人未満の事

業場で働く人10,000人を対象に健康調査

を実施した。医師会への委託事業や調査

結果をどのように評価して今後の事業に

展開していくか模索段階であることが明

らかになった。 
研究班からは、委託先の医師会とも本

研究の概要や目的を共有し、今後の方向

性の決定を支援したいこと、令和6年度の

調査データについて深堀り分析を担当し

たいことを提案して合意を得た。 
② 2025年７月16日（港区医師会） 

 医師会からは会長を含む理事4名と事務

局長と主任（地域さんぽコーディネータ

ー）、港区健康推進課から課長、係長を

含む職員3名、研究班より代表者および分

担班の2名が参加した。 

医師会からは地域・職域連携事業を受

託した経緯、医師会として実施している

地域保健事業、地域産業保健センターと

しての取組みが説明され、1,000社以上の

登録事業所があるが実際に連絡が取れる

のは250件程度であることが共有された。

また、商工会議所や協会けんぽとの連携

は現在のところなく、取り組みの成果を

どう評価するのかの問題提起があった。 

研究班からはプロセス評価とアウトカ

ム評価に関する提案、令和6年度調査をベ

ースラインとして、定期的に同様の調査

を実施することで長期的に評価できるこ

とを提案した。また、協会けんぽとの協

定により、働く世代の健診データを提供

してもらえる可能性について説明した。 

医師会、みなと保健所それぞれに現状

の事業を継続しながら、連携可能な機関

を検討していくこととなった。 

③ 2026年1月16日（みなと保健所） 

健康推進課より課長と成人保健担当保健

師2名、研究班から2名が参加した。 

研究班より令和７年度全国調査および特

別区を抜粋したサブ分析結果から、特別

区は地域・職域連携協議会の設置や開催

が他地域と比較して少ないこと、事務職

が担当する割合が高いこと、産業保健関

連機関や職種が多いという強みを活かし

た効果的な外部委託の方法の可能性があ

ること、健康経営の取組みとの連動、庁

内連携の重要性などを説明した。 

港区からは学会シンポジウム、研究班ワ

ークショップへの参加を通じて他自治体

の取組み事例を知ることが出来た。特に

働く人の健診データについて協会けんぽ

と連携することで入手できる可能性があ

ると知り、現在連絡を取っている。区内

の産業保健関係機関（労働基準監督署、

東京都産業保健総合支援センター等）は、

近隣機関でもあることから連携を呼びか

けることは可能である。職場に保健専門

職を派遣して健康事業を実施することは

マンパワーの面から難しいが、協議会の

設置と関係機関の招聘は事務職の得意な

分野でもあるとの意見があった。 

研究班からは地域・職域ガイドラインで

も推進するステップ1は協議会の設置であ

り、次に実務者レベルの作業部会がある

と具体的な取り組みが進めやすいことを

助言した。その結果、令和8年度に協議会

を設置・開催し、港区の地域・職域連携

推進の方策について審議し、次年度の事

業化予算化を含めて検討する方向性で合

意した。 

 

（２）令和6年度の労働者調査の分析 

 港区より調査データの提供を受けて2次

分析することについて、国立保健医療科

学院の倫理審査委員会に申請し、承諾を

得た(2026年2月)。調査内容と解析の結果

については、令和8年度に報告する。 

 

ＤＤ．．考考察察  

１）伊東市における今後の地域・職域連

携事業の方向性 

文献レビューから、中小規模が多い宿

泊業従事者を対象とした健康に関する知

見は国内にはほとんどないことが判明し

た。令和7年度に本研究班が伊東市の宿泊

施設で働く人の全数を対象とした調査結

果は、今後の支援の方向性を決める貴重

なデータとなった。 

結果として、健診受診率が低い、１年

以内の転倒率が高い、喫煙率が高く、就

業中は自由に喫煙できるなど職場環境の

受動喫煙対策が不十分、疲労蓄積が高い、

生活習慣不良者が多いという健康課題が

明らかとなった。また、施設規模別の検

討では、客室数10室未満の小規模施設で

は従業員の年齢が高く、疲労蓄積度（勤

務状況）が高く、身体症状が多かった。

一方、生産パフォーマンスや生活習慣、

疲労蓄積度（自覚症状）について施設規

模による差はなかった。 

これらの結果から、健康支援としては

第一に働く人への健診受診の徹底が必要

と考える。第二に喫煙率の高さと受動喫

煙対策の未整備への対策が必要である。

伊東市では喫煙率の高さや循環器疾患死

亡率の高さが統計上でも明らかとなって

おり、本調査からも職場における喫煙対

策の優先順位は高いと考えられた。また、

宿泊施設は利用客がいる公共の場でもあ

ることから職場全体を巻き込んだ喫煙対

策を進める必要性が示唆された。第三に

本調査では蓄積疲労の高さや好ましくな

い生活習慣の高さが際立っていた。この

背景には朝晩の食事時に勤務が集中する

という宿泊業特有の働き方が、運動時間

の不足、朝食抜き、睡眠不足など好まし

くない生活習慣に結び付きやすく、疲労

が蓄積しやすいと推察される。生活習慣

の改善を目的とした特定保健指導では、

本人の努力では変えることが難しい業界

特有の働き方を考慮して現実的な提案を

する工夫が望まれる。 
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また、1年以内に勤務中の転倒を経験し

た者は17.05％であり、平成22年に60歳以

上の高齢者を対象とした調査で報告され

た転倒率（9.5%）５）よりも高かった。労

働者の高齢化に伴い、労働災害防止の視

点で転倒予防活動の推進が求められてい

る。宿泊業従事者に対しては、生活習慣

などの健康づくり支援だけでなく、労働

行政とも連携して職場内の転倒予防対策、

特に従業員の年齢が高い小規模施設にお

いて推進することが必要である。 

 蓄積疲労が高いことや健康習慣が不良

であるほど、プレゼンティズムも高いと

いう有意な相関があった。この結果は、

従業員の生活習慣の改善や疲労の低減策

は最終的に従業員が良いパフォーマンス

で働くことに繋がるとの経営的なメリッ

トを、経営者にエビデンスとして提示で

きると考えられる。 

 

２）東京都港区における今後の地域・職

域連携事業の方向性 

 昼間人口が夜間人口よりはるかに多く、

在勤者は多種多様な健康保険に加入して

いるため、在勤者を含めた健診データの

集約が難しく、区の健康課題の特定が困

難というのが一番の課題であった。その

中で、地域産業保健センターの機能を持

つ区医師会に地域・職域連携事業を委託

して保健専門職のマンパワー不足という

保健所の課題を解決していた。 

 協議を重ねる中で、区内には多くの保

険者や労働衛生機関もあり健診データの

集約や連携する「職域」の定義が、地方

都市と比較して難しいことが明らかとな

った。しかし、協議を進める中で地域・

職域連携に関する他自治体事例を紹介し

たり、区の担当者が積極的に学会やワー

クショップに参加することで、これらの

課題が整理されていった。これまで本研

究班では、地方都市を中心として市町や

保健所等の公的機関が事業場に直接的な

健康支援を行う事例を紹介してきた。し

かし、港区においては様々な関係機関の

プラットフォームを作る、という目的を

定め、令和8年度に地域・職域連携協議会

を設置する方向性が示された。都心には

大手企業、労働衛生機関、健康保険組合

等に所属する産業保健専門職、あるいは

開業している産業医や産業保健師も存在

する。令和8年度は、設置された協議会で

これら特別区の実情に合わせ、社会資源

をどのように連携させて地域・職域連携

を推進していくか具体的な方策を審議す

る予定である。都心の特別区や関西、中

京の大都市圏域の自治体は港区と同様の

課題を抱えている。港区でのモデル事業

はこれら大都市の自治体の参考になるこ

とが期待される。 

 

３）研究班による伴走支援の中間評価  

 伊東市は2025年2月から、東京都港区は

2025年6月からモデル事業として研究班の

伴走支援を開始した。 

2026年2月の時点で、伊東市では主力産

業である宿泊業で働く人の健康課題を明

らかにすることが出来た。これまで伊東

市では国保加入者への特定保健指導など

個人を対象としたアプローチを行ってき

たが、調査結果から宿泊業界団体や経営

者へアプローチする糸口が作れたこと、

次年度以降の健康支援のテーマが明確に

なったと評価している。今後、事業場レ

ベルの支援への展開、また二次医療圏の

保健所が隣接する熱海市への波及効果を

支援できるように伴走していきたい。 

東京都港区は大都市部の特性から、周

囲の特別区と同様に地域・職域連携協議

会が設置されていなかった。研究班の伴

走支援により、地域特性をふまえた上で

実施可能なことや地域・職域連携の意義

が整理され、協議会設置（ガイドライン

のレベル１）への道筋が見えた。今後は

協議会が立ち上がり地域の中小事業場で

働く人の健康支援に機能的に繋がるよう

に、区内データを整理する支援や会議の

活性化に向けて伴走する予定である。 

 

ＥＥ．．結結論論  

  地方の温泉観光都市および都心の政

治・経済の中心である特別区の2自治体に

おいて、自治体が地域・職域連携を推進

するための伴走支援を行った。業界特有

の健康課題の明確化を目的とした調査の

実施、保健所内担当者を中心として事業

委託先を含めて情報提供や助言を行うこ

とで、自治体における地域・職域連携推

進の取組みを一歩進めることができた。 
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また、1年以内に勤務中の転倒を経験し

た者は17.05％であり、平成22年に60歳以

上の高齢者を対象とした調査で報告され

た転倒率（9.5%）５）よりも高かった。労

働者の高齢化に伴い、労働災害防止の視

点で転倒予防活動の推進が求められてい

る。宿泊業従事者に対しては、生活習慣

などの健康づくり支援だけでなく、労働

行政とも連携して職場内の転倒予防対策、

特に従業員の年齢が高い小規模施設にお

いて推進することが必要である。 

 蓄積疲労が高いことや健康習慣が不良

であるほど、プレゼンティズムも高いと

いう有意な相関があった。この結果は、

従業員の生活習慣の改善や疲労の低減策

は最終的に従業員が良いパフォーマンス

で働くことに繋がるとの経営的なメリッ

トを、経営者にエビデンスとして提示で

きると考えられる。 

 

２）東京都港区における今後の地域・職

域連携事業の方向性 

 昼間人口が夜間人口よりはるかに多く、

在勤者は多種多様な健康保険に加入して

いるため、在勤者を含めた健診データの

集約が難しく、区の健康課題の特定が困

難というのが一番の課題であった。その

中で、地域産業保健センターの機能を持

つ区医師会に地域・職域連携事業を委託

して保健専門職のマンパワー不足という

保健所の課題を解決していた。 

 協議を重ねる中で、区内には多くの保

険者や労働衛生機関もあり健診データの

集約や連携する「職域」の定義が、地方

都市と比較して難しいことが明らかとな

った。しかし、協議を進める中で地域・

職域連携に関する他自治体事例を紹介し

たり、区の担当者が積極的に学会やワー

クショップに参加することで、これらの

課題が整理されていった。これまで本研

究班では、地方都市を中心として市町や

保健所等の公的機関が事業場に直接的な

健康支援を行う事例を紹介してきた。し

かし、港区においては様々な関係機関の

プラットフォームを作る、という目的を

定め、令和8年度に地域・職域連携協議会

を設置する方向性が示された。都心には

大手企業、労働衛生機関、健康保険組合

等に所属する産業保健専門職、あるいは

開業している産業医や産業保健師も存在

する。令和8年度は、設置された協議会で

これら特別区の実情に合わせ、社会資源

をどのように連携させて地域・職域連携

を推進していくか具体的な方策を審議す

る予定である。都心の特別区や関西、中

京の大都市圏域の自治体は港区と同様の
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３）研究班による伴走支援の中間評価  

 伊東市は2025年2月から、東京都港区は

2025年6月からモデル事業として研究班の

伴走支援を開始した。 

2026年2月の時点で、伊東市では主力産

業である宿泊業で働く人の健康課題を明

らかにすることが出来た。これまで伊東

市では国保加入者への特定保健指導など

個人を対象としたアプローチを行ってき

たが、調査結果から宿泊業界団体や経営

者へアプローチする糸口が作れたこと、

次年度以降の健康支援のテーマが明確に

なったと評価している。今後、事業場レ

ベルの支援への展開、また二次医療圏の

保健所が隣接する熱海市への波及効果を
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実施可能なことや地域・職域連携の意義
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働く人の健康支援に機能的に繋がるよう

に、区内データを整理する支援や会議の
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ＥＥ．．結結論論  

  地方の温泉観光都市および都心の政

治・経済の中心である特別区の2自治体に

おいて、自治体が地域・職域連携を推進

するための伴走支援を行った。業界特有

の健康課題の明確化を目的とした調査の

実施、保健所内担当者を中心として事業

委託先を含めて情報提供や助言を行うこ

とで、自治体における地域・職域連携推

進の取組みを一歩進めることができた。 
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【資料１】  宿泊業従事者の健康に関する文献レビュー（学会発表資料） 
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【資料１】  宿泊業従事者の健康に関する文献レビュー（学会発表資料） 
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【資料２】  伊東市調査結果  

 

 

 

 

表１ 基本属性 表2 労働属性 n=217
n (%)

年齢 51 (13.6) 勤務施設種別  
性別 ホテル 111 (51.2)

男性 120 (55.3) 旅館 41 (18.9)
⼥性 97 (44.7) ⺠宿 31 (14.3)

最終学歴 ペンション 5 (2.3)
中学⼜は⾼校 98 (45.2) 貸別荘 17 (7.8)

専⾨学校⼜は短⼤ 62 (28.6) 保養所 8 (3.7)
⼤学 54 (24.9) ゲストハウス 2 (0.9)

⼤学院 3 (1.4) その他 2 (0.9)
同居家族（複数回答） 勤務施設客室数 

⼀⼈暮らし 60 (27.6) １〜３室 2 (0.9)
配偶者等 122 (56.2) ４〜９室 63 (29.0)

⼦ども 42 (19.4) １０〜２１室 38 (17.5)
その他 38 (17.5) ２２〜５０室 29 (13.4)

暮らし向き ５１〜７４室 33 (15.2)
とても余裕 5 (2.3) ７５室以上 52 (24.0)

やや余裕 25 (11.5) 勤続年数  
普通 91 (41.9) 6か⽉未満 15 (6.9)

やや苦しい 67 (30.9) 1年未満 8 (3.7)
とても苦しい 29 (13.4) 3年未満 29 (13.4)

居住地 5年未満 20 (9.2)
市内 184 (84.8) 5年以上 145 (66.8)
市外 29 (13.4) 役職区分  

⼀般従業員 126 (58.1)
管理職 48 (22.1)
経営者 35 (16.1)

経営者の家族 8 (3.7)
⼀般従業員種別 

正社員 77 (61.1)
バイトパート 32 (25.4)

その他 13 (10.3)
無回答 4 (3.2)

n (%) mean (SD)
n=217

 

 

表3 労働属性（勤務形態/主な業務） n=217
n (%)

最近1ケ⽉の勤務形態（上位３つ）  
早番（早朝から） 58 (26.7)
遅番（午後から） 60 (27.6)

夜勤（夜通し） 16 (7.4)
⽇中勤務 89 (41.0)

中抜け勤務 45 (20.7)
⾃営業/経営者 44 (20.3)

その他 11 (5.1)
最近1ケ⽉の主な業務（上位３つ）  

フロント・受付 116 (53.5)
客室準備・清掃 52 (24.0)

⾷事の提供・接客 66 (30.4)
調理 41 (18.9)

予約・広報・販売促進 54 (24.9)
施設の維持管理 34 (15.7)
経営・運営全般 50 (23.0)

その他 13 (6.0)

表4 主要な評価項⽬
 Mean     SD Min Max Median IQR
プレゼンティズム 19.72 16.74 0 95 20 26.5
アブセンティズム 0.73 3.37 0 28 0 0
疲労蓄積度(勤務状況) 7.61 6.76 0 29 6 9
疲労蓄積度(⾃覚症状) 10.06 7.70 1 39 8 9
SSS-8(⾝体症状) 7.91 5.86 0 29 7 7
8つの健康習慣 3.52 1.65 0 8 3 2
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表6 ⾝体症状スケール（sss−8）項⽬別得点 n=217
 Mean     SD Min Max Median IQR
1. 胃腸の不調 0.98 1.04 0 4 1 2
2. 腰背部痛 1.45 1.32 0 4 1 2
3. 腕・脚・関節痛 1.24 1.29 0 4 1 2
4. 頭痛 0.80 1.03 0 4 0 1
5. 胸部痛、息切れ 0.43 0.80 0 4 0 1
6. めまい 0.40 0.75 0 3 0 1
7. 疲労感・元気がない 1.47 1.16 0 4 1 1
8. 睡眠障害 1.13 1.24 0 4 1 2
総得点（sss-8） 7.90 5.83 0 29 7 7

1 2 3 4 5

1.　プレゼンティズム

2.　アブセンティズム .053

3.　疲労度（自覚症状） .333 ** -.029

4.　疲労度（勤務状況） .275 ** -.125 .651**

5.　健康習慣（HPI） -.136 * .015 -.384** -.313**

6.　身体症状(SSS－8） .230 ** -.027 .753** .603** -.393**

Spearmanの順位相関係数, **：p<0.01, *：p<0.05

表７　健康評価項目間の相関

 

 

 

 

表8 健康⾏動と職場の喫煙環境
n %

健康診断受診状況 受診した 175 80.65
受診していない 42 19.35

がん検診受診状況 受診した 89 41.20
受診していない 127 58.80

勤務中の転倒歴 転倒していない 180 82.95
転倒した 37 17.05

勤務施設の喫煙環境 敷地内禁煙 39 19.21
建物内禁煙 53 26.11
喫煙スペースのみ可 111 54.68

就業中の喫煙可否 吸えない 47 24.35
休憩中のみ吸える 65 33.68
⾃由に吸える 81 41.97

表9 施設規模別の基本属性⽐較

p値

年齢 55.0 ±12.8 49.3 ±13.5 47.6 ±13.4 0.005

性別 0.897

男性 35 (53.8) 57 (57.0) 28 (53.8)
⼥性 30 (46.2) 43 (43.0) 24 (46.2)

最終学歴 0.269

中学⼜は⾼校 25 (38.5) 43 (43.0) 30 (57.7)
専⾨学校⼜は短⼤ 17 (26.2) 33 (33.0) 12 (23.1)

⼤学 22 (33.8) 23 (23.0) 9 (17.3)
⼤学院 1 (1.5) 1 (1.0) 1 (1.9)

同居家族（複数回答）

⼀⼈暮らし 12 (18.5) 23 (23.0) 25 (48.1)
配偶者等 48 (73.8) 54 (54.0) 20 (38.5)
⼦ども 7 (10.8) 22 (22.0) 13 (25)
その他 8 (13.8) 21 (21.0) 8 (15.4)

暮らし向き 0.728

とても余裕 2 (3.1) 3 (3.0) 0 (0)
やや余裕 7 (10.8) 13 (13.0) 5 (9.6)

普通 22 (33.8) 45 (45.0) 24 (46.2)
やや苦しい 23 (35.4) 27 (27.0) 17 (32.7)

とても苦しい 11 (16.9) 12 (12.0) 6 (11.5)
居住地 0.117

市内 60 (92.3) 81 (81.0) 43 (82.7)
市外 4 (6.2) 17 (17.0) 8 (15.4)

χ２検定

中規模施設  n=100 大規模施設  n=52小規模施設  n=65

n(%) mean±SD n(%) mean±SD n(%) mean±SD
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やや余裕 7 (10.8) 13 (13.0) 5 (9.6)

普通 22 (33.8) 45 (45.0) 24 (46.2)
やや苦しい 23 (35.4) 27 (27.0) 17 (32.7)

とても苦しい 11 (16.9) 12 (12.0) 6 (11.5)
居住地 0.117

市内 60 (92.3) 81 (81.0) 43 (82.7)
市外 4 (6.2) 17 (17.0) 8 (15.4)

χ２検定

中規模施設  n=100 大規模施設  n=52小規模施設  n=65

n(%) mean±SD n(%) mean±SD n(%) mean±SD
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表10 施設規模別、労働属性の⽐較

n (%) n (%) n (%) ｐ値
勤務施設種別 ＜.0001

ホテル 9 (13.8) 57 (57.0) 45 (86.5)
旅館 15 (23.1) 21 (21.0) 5 (9.6)
⺠宿 30 (46.2) 1 (1.0) 0

ペンション 5 (7.7) 0 0
貸別荘 4 (6.2) 12 (12.0) 1 (1.9)
保養所 0 (0) 7 (7.0) 1 (1.9)

ゲストハウス 1 (1.5) 1 (1.0) 0
その他 1 (1.5) 1 (1.0) 0

勤続年数 0.314

6か⽉未満 3 (4.6) 6 (6.0) 6 (11.5)
1年未満 2 (3.1) 3 (3.0) 3 (5.8)
3年未満 4 (6.2) 18 (18.0) 7 (13.5)
5年未満 5 (7.7) 10 (10.0) 5 (9.6)
5年以上 51 (78.5) 63 (63.0) 31 (59.6)

役職区分 ＜.0001
⼀般従業員 22 (33.8) 65 (65.0) 39 (75)

管理職 9 (13.8) 26 (26.0) 13 (25)
経営者 27 (41.5) 8 (8.0) 0

経営者の家族 7 (10.8) 1 (1.0) 0
⼀般従業員種別 0.918

正社員 12 (54.5) 40 (61.5) 25 (64.1)
バイトパート 6 (27.3) 15 (23.1) 11 (28.2)

その他 3 (13.6) 7 (10.8) 3 (7.7)
無回答 1 (4.6) 3 (4.6) 0

χ２検定

⼩規模施設 中規模施設  ⼤規模施設
n=65 n=100 n=52

表11 施設規模別、健康指標の⽐較
Mean     SD Min Max Median IQR ｐ値

プレゼンティズム 0.109
⼩規模 23.4 18.4 0 95 20 15
中規模 18.3 16.3 0 73 18.5 24.8
⼤規模 17.8 14.8 0 50 20 29.3

アブセンティズム 0.997
⼩規模 0.7 3.6 0 28 0 0
中規模 0.8 3.5 0 28 0 0
⼤規模 0.7 2.7 0 18 0 0

疲労蓄積度(勤務状況) 0.018
⼩規模 9.6 7.4 0 29 8 10
中規模 6.9 6.2 0 26 6 8
⼤規模 6.6 6.6 0 25 4.5 9

疲労蓄積度(⾃覚症状) 0.176
⼩規模 11.5 8.1 1 36 9 10
中規模 9.3 7.8 1 39 7 7
⼤規模 9.6 6.7 2 35 8 10

SSS-8(⾝体症状) 0.001
⼩規模 10.2 7.0 0 29 9 9
中規模 6.9 5.1 0 27 6 6
⼤規模 7.0 4.9 0 19 6 7.8

8つの健康習慣(HPI) 0.846
⼩規模 3.4 1.9 0 8 3 3
中規模 3.6 1.6 0 7 3.5 2
⼤規模 3.5 1.4 0 6 4 1

χ２検定
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ＡＡ．．研研究究目目的的  

「地域・職域連携推進ガイドライン」

（2019，厚生労働省）に基づき、都道府県

と二次医療圏において地域・職域連携推進

協議会が設置され、働く世代の健康課題解

決に向けた事業が進められている。二次医

療圏の地域・職域連携推進協議会を運営す

る保健所は、管内の市町村と連携し、それ

ぞれの市町村の健康課題に応じた地域・職

域連携事業を展開していくことが求められ

る。その中でも市町村は、事業所の現状や

働く世代の健康課題を把握しやすい立場に

あることから、保健所と連携を図りつつ、

地域特性や事業所のニーズに即した市町村

独自の保健サービスを提供することが期待

される。 

令和６年から開始した健康日本21（第３

次）では、誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備として、健康経営に取

り組む事業所の増加が目標のひとつとして

挙げられている。事業所が従業員の健康づ

くりに取り組むことは、従業員の健康向上

だけでなく、会社のイメージアップや人材

採用での効果が期待できる。しかし、中小

企業では、予算やマンパワー、時間がない

等の様々な課題により、健康づくりへの取

研究要旨 

 本研究では、愛知県犬山市および蒲郡市をモデル自治体とし、地域・職域連携推進

事業のプロセスを記述し、市の事業や関係機関との連携体制、事業場への関わり等の

変化を明らかにした。取り組みのテーマは、健康づくりを推進する事業所の認定事業

を契機とした地域・職域連携推進方策を検討することである。両市とも、認定事業所

からの報告書の提出率が低いことや、市の保健事業の利用が十分でないこと等の課題

があった。犬山市では、実施報告書の様式改訂等による事業運営の改善、および事業

所における健康づくりの取組実態を把握するためのインタビュー調査等を実施した。

その結果、実施報告書の提出率の向上や、調査結果を踏まえた次年度計画の具体的な

検討等の成果がみられた。蒲郡市では、事業所の健康づくりの取組実態を把握するた

めのアンケート調査を計画・実施した。既存資料の再整理・再分析と部署内での検討

を通して調査目的を明確化し、目的に沿った調査票の作成と対象の選定を行うことが

できた。事業は継続中であり、最終評価は次年度に実施予定であるが、これまでの両

市の実施プロセスの分析から、地域・職域連携推進事業を効果的かつ効率的に展開す

るためには、①問題意識に沿った既存資料の活用・分析、②健康課題を把握するため

の調査計画の十分な検討、③PDCAサイクルに基づく継続的な事業改善、④管理職との

共通認識の形成および部署内連携体制の確保、⑤保健所の資源を活用しパートナーと

して連携を図る体制の構築が重要であることが示唆された。これらのことから、既存

資源を有効に活用しながら組織内外の連携体制を整備することが、市町村における地

域・職域連携推進事業の効果的な展開につながると考えられる。 
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